
埼玉県総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センター及び新生児

センターの要件並びに指定等に関する要綱 

 

１ 目的 

  この要綱は、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センター

及び新生児センター（以下「総合周産期母子医療センター等」という。）の

要件及び指定又は認定（以下「指定等」という。）にかかる手続について、

必要な事項を定めるものである。 

 

２ 指定等の基準 

（１）総合周産期母子医療センターの指定を受けようとする医療機関の開設者

にあっては、３に定める総合周産期母子医療センターの基準を満たすもの

とする。 

（２）地域周産期母子医療センターの認定を受けようとする医療機関の開設者

にあっては、４に定める地域周産期母子医療センターの基準を満たすもの

とする。 

（３）新生児センターの認定を受けようとする医療機関の開設者にあっては、

５に定める新生児センターの基準を満たすものとする。 

 

３ 総合周産期母子医療センターの基準 

  総合周産期母子医療センターの基準は、「疾病・事業及び在宅医療に係る

医療体制について」（令和５年３月３１日医政地発第０３３１第１４号厚生

労働省医政局地域医療計画課長通知）の別紙「周産期医療の体制構築に係る

指針」に定めるとおりとする。 

 

４ 地域周産期母子医療センターの基準 

  地域周産期母子医療センターの基準は、「疾病・事業及び在宅医療に係る

医療体制について」（令和５年３月３１日医政地発第０３３１第１４号厚生

労働省医政局地域医療計画課長通知）の別紙「周産期医療の体制構築に係る

指針」に定めるとおりとする。なお、「周産期医療機関の役割・基準目安」

（別添）についても考慮するものとする。 

 

５ 新生児センターの基準 

  新生児センターは、医療が必要な新生児の受入れに対応できる施設をい

う。  

（１）診療科目  

   小児科（新生児医療を担当するものをいう。以下同じ。）を有するもの    

とし、麻酔科その他関連診療科を有することが望ましい。  

（２）設備及び医療従事者  

  ア 設備  

   小児科等には新生児病室を有するものとし、次に掲げる設備を備える新  

生児集中治療管理室に準ずる設備を設けることが望ましい。  

 （ア）新生児用呼吸循環監視装置  



 （イ）新生児用人工換気装置  

 （ウ）保育器  

 （エ）その他新生児集中治療に必要な設備  

  イ 医療従事者  

      新生児病室に以下の医療従事者を配置するよう努めることが望ましい。  

  （ア）２４時間体制で小児科を担当する医師が勤務していること。  

  （イ）各新生児センターにおいて設定した水準の新生児医療を提供するた       

めに必要な看護師が適当数勤務していること。  

  （ウ）公認心理師等を配置すること。 

（３）連携機能 

   地域周産期医療関連施設等からの救急搬送や総合周産期母子医療センタ

ーその他の地域周産期医療関連施設等との連携を図るものとする。 

 

６ 指定等の手続き・変更 

（１）総合周産期母子医療センター等の指定等を受けようとする医療機関の開

設者は、あらかじめ県と協議の上、以下の様式により埼玉県知事（以下

「知事」という。）に申請するものとする。 

  ア 総合周産期母子医療センターの申請  別紙第１号様式 

  イ 地域周産期母子医療センターの申請  別紙第２号様式 

  ウ 新生児センターの申請  別紙第３号様式 

（２）知事は、前項により提出された申請書及び添付書類を元に「２ 指定等

の基準」に照らし、適当であるか審査を行うとともに、埼玉県地域保健医

療計画推進協議会周産期医療部会（以下「部会」という。）に指定等の適

否について意見を聴くものとする。 

（３）知事は、部会の意見を踏まえ、総合周産期母子医療センター等の指定等

が適当と認める場合は、以下の様式によりその旨を通知するものとする。 

  ア 総合周産期母子医療センターの指定  別紙第４号様式 

  イ 地域周産期母子医療センターの認定  別紙第５号様式 

  ウ 新生児センターの認定  別紙第６号様式 

（４）知事は、総合周産期母子医療センター等の適正な運営を確保するために

必要があると認めるときは、実地調査を行うことができるものとする。 

（５）総合周産期母子医療センター等の指定等を受けた医療機関の開設者は、

指定等の内容に変更がある場合は、別紙第７号様式により、知事に届出す

るものとする。 

（６）知事は、変更内容が適当と認められるときは、当該医療機関に別紙第８

号様式により通知するものとする。 

 

７ 指定等の辞退 

（１）総合周産期母子医療センター等の指定等を受けた医療機関の開設者は、

指定等の辞退を希望するときは、周産期医療に重大な影響を及ぼすことか

ら辞退の日の６か月前までに事前に別紙第９号様式により、知事に届出す

るものとする。 

（２）知事は、当該医療機関の辞退申出に理由があると認めるときは、部会に



指定等解除の適否について意見を聴くものとする。 

（３）知事は、部会において当該医療機関の辞退について理由があると認める

との意見があった場合は、その意見を勘案し、辞退の受理を当該医療機関

に別紙第１０号様式により通知するものとする。 

 

８ 指定等の取消し 

（１）知事は、総合周産期母子医療センター等の指定等を受けた医療機関が指

定基準を満たさなくなったと認められるときは、当該医療機関の開設者に

報告を求めることができるものとする。 

（２）知事は、前項の報告を受けた場合、必要と認める範囲において改善を求

めることができるものとする。 

（３）知事は、当該医療機関が報告の求めに応じないとき、又は改善の求めに

従わないときは部会の意見を聴いた上で指定の取消しをすることができる

ものとする。 

（４）前項の取消しを行った場合、知事は当該医療機関の開設者に対し別紙第

１１号様式により通知するものとする。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年１月２２日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和１年１２月１３日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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